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平成２１年６月２３日

国土交通省 関東地方整備局

（再評価）

国道３５７号
東京湾岸道路（神奈川県区間）

資 料 １ － ３

関 東 地 方 整 備 局

事業評価監視委員会

（平成２１年度第１回）
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事業評価監視委員会 道路事業 位置図
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国道３５７号
東京湾岸道路（神奈川県区間） ⑤

：再評価

①事業採択後、5年以上経過した時点で未着工

②事業採択後、10年以上を経過した時点で継続中の事業

③準備・計画段階で5年間が経過している事業

④再評価実施後、5年間が経過している事業

⑤社会情勢の変化等により再評価の実施の必要が生じた事業
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１．事業の目的と計画の概要
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・内陸部の交通混雑緩和

・湾岸地域に立地する諸都市、諸施設の機能効率化

（１）目的

（２）計画の概要
かながわけん かわさきし かわさきく ひがしおうぎしま

区 間 自）神奈川県川崎市川崎区東扇島
かながわけん よこすかし なつしま

至）神奈川県横須賀市夏島
計画延長 Ｌ＝２５．３ｋｍ
幅 員 Ｗ＝２２ｍ～１００ｍ
道路規格 第３種第１級

第４種第１級
設計速度 ８０km/h（３種道路）

６０km/h（４種道路）
車 線 数 ４～６車線（３種道路）

４～６車線（４種道路）
事 業 化 昭和５２年度～平成元年度
事 業 費 約２，３００億円
計画交通量 27,000～59,500台／日

川崎市川崎区東扇島
かわさきしかわさきくひがしおうぎしま

再
評
価
対
象
区
間

再
評
価
対
象
区
間

川崎市川崎区東扇島
かわさきしかわさきくひがしおうぎしま

横浜市鶴見区大黒ふ頭
よこはまし つるみく だいこくふとう

横浜ベイブリッジ

国道357号
Ｌ＝３．０ｋｍ

2/10 供用
(H6.12)

川崎市川崎区東扇島

【本牧～鳥浜町】【大黒～本牧（横浜ベイブリッジ区間）】

【東扇島】標準横断図

横須賀市夏島
よこすかしなつしま

未
供
用

未
供
用

区
間
区
間

再
評
価
対
象
区
間

再
評
価
対
象
区
間

国道357号
Ｌ＝２２．３ｋｍ

（0～4）/
（4～8） 供用
(H13.10)

423

381

509

356

476

252

498

184

数値：H17センサス24時間交通量（百台/日）

306
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２．事業進捗の状況
・国道３５７号の経緯

Ｓ52年度 都市計画決定

Ｓ54年度 事業化

H4年度 工事着手

H6年度 暫定2車線供用

Ｓ52年度 都市計画決定

Ｓ58年度 事業化

H21年度 工事着手予定

Ｓ52年度 都市計画決定

Ｓ58年度 事業化

H10年度 工事着手

Ｈ16年度 横浜ﾍﾞｲﾌﾞﾘｯｼﾞ供用

（暫定２車線）

【本牧～磯子

（本牧・根岸区間）】

【東扇島】【大黒～本牧

（横浜ﾍﾞｲﾌﾞﾘｯｼﾞ）】

Ｓ52年度 都市計画決定

Ｓ52年度 事業化

Ｓ62年度 金沢地区供用

（暫定4車線）

Ｓ63年度 都市計画決定
（横浜市金沢区～横須賀市夏島町）

Ｈ11～13年度 磯子地区供用

（暫定４車線）

平成20年 福浦地区工事着手

【磯子～夏島】

用地取得率：約8割

（事業区間２５．３kmでの面積ベース）
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国道３５７号神奈川区間 　　L=３５． １km

磯子～夏島 東扇島大黒～本牧本牧～磯子
(横浜ベイブリッジ )

凡　例

高速道路

主要地方道

県管理国道

直轄国道

一般県道

国道 357 未供用区間

(6 車線以上 )

(2 車線 )

(4 車線 )

【用地取得率：100%】【用地取得率：100%】【用地取得率：約96%】

【用地取得率：約41%】

（都市計画幅算定の概略値）
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３．沿線地域の社会・経済情勢の変化
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1

①本牧ふ頭再整備事業・②南本牧ふ頭
完成年次：
本牧ふ頭 ：平成20年代後半
南本牧ふ頭：平成24年MC-3、平成27年MC-4
事業規模：10,140万t、400万TEU（横浜港全体）

（現況（H20）：本牧ふ頭：3,135万t、200万TEU
南本牧ふ頭：1,440万t、108万TEU
横浜港全体：9,171万t、348万TEU）

2

出典：横浜市港湾局HP

【横浜港配置計画】

【スーパー中枢港湾】

・アジア主要港に対抗できる国際拠点港
を形成するプロジェクト

H16.7 京浜港(東京港、横浜港）、
伊勢港、阪神港を指定

【国際海上コンテナターミナル】

・南本牧ふ頭に大型コンテナ船に対応で
きる国内最大水深のコンテナターミナル
H20.2 国際海上コンテナターミナル

（MC-3)着工
H24 MC-3完成予定

【世界に依存する国民生活】

・資源小国、貿易立国

・生活の安定、経済の発展には、
安定した輸出入の確保が必要

出典：関東地方整備局港湾空港部HP 出典：関東地方整備局港湾空港部HP出典：関東地方整備局港湾空港部HP

出典：横浜市港湾局HP

・近年の東アジアの台頭から、国際競争力の維持・強化が求められている。
・京浜地域においては、スーパー中枢港湾（東京港、横浜港）や羽田空港の拡張が進められている。
・湾岸地域相互の拠点やふ頭間の連絡、内陸とのアクセス強化が必要。
・横浜ベイブリッジ（一般部）の開通後、コンテナ車両の利用が多く、横浜港の経済活動を支援（横浜
港に関わる経済効果は、横浜市全体の約３割を占める）

・社会・経済情勢の変化により事業の緊急性が高まっていること及び本牧・根岸区間の計画の進捗
により事業費増加が見込まれることを踏まえ、事業再評価を行う。
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４－１．事業の必要性に関する視点

・横浜，川崎都心地区などの国道357号に並行する主要路線（1号、15号、16号、産業道
路）では渋滞が発生し、渋滞損失時間は全区間で神奈川県平均値を上回る。
・渋滞損失額は年間約３３０億円／年（５８５万人時間／年）。

（１）内陸部の渋滞損失
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(H27完成)

渋滞損失額：約３３０億円/年
（５８５万人時間／年）

平成18年度

渋滞ポイント

要対策箇所（渋滞）

～ 5万人時間/年・km

5～10万人時間/年・km

10～20万人時間/年・km

渋滞損失時間

20～ 万人時間/年・km

出典：H18プローブデータ

【国道15号 川崎市役所付近】

【国道1号 青木橋付近】

【国道16号 八幡橋付近】
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横浜ベイ
ブリッジ

４－２．事業の必要性に関する視点

・南本牧ふ頭では、平成13年4月に第１期地区（ＭＣ－１・２）が供用を開始。
・平成２４年度の完成を目指したＭＣ－３が整備中であり、さらにＭＣ－４の供
用も計画中であり、取扱い貨物量の増加に伴う交通需要が大幅に増加。
・国際規格コンテナ貨物需要の増加対応に向けた規格の高い道路による湾岸
関連施設の接続が必要。

（３）港湾整備事業の支援
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南本牧ふ頭コンテナ取扱量の伸び（単位：TEU）
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※H13～H20は「横浜港の統計」
※H24はMC3供用を見込み、
H20取扱量×3/2 と試算。

※国交省 京浜港湾事務所広報「みなとけいひ
ん」（第33号）より抜粋。

国道357号未整備区間
（ミッシングリンク区間：現
在市道等代替路利用）

※国道357号のミッシ
ング区間における現
道市道迂回のための
クランクによる交通
容量低下（道路規格
の不足）
【国道16号八幡橋】
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５．費用対効果５．費用対効果

■■事業全体事業全体

注１）便益・費用については、基準年における現在価値化後の値である。

注２）費用及び便益額は整数止めとする。

注３）費用及び便益の合計額は、表示桁数の関係で計算値と一致しないことがある。

7

基準年：平成21年度

135億円

維持管理費

2,816億円2,681億円
１．９

総費用事業費
費用費用((ＣＣ))

5,240億円182億円817億円4,241億円

費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

総便益
交通事故
減少便益

走行経費
減少便益

走行時間
短縮便益便益便益((ＢＢ))

■■残事業残事業

93億円

維持管理費

949億円856億円
２．７

総費用事業費
費用費用((ＣＣ))

2,591億円54億円300億円2,237億円

費用便益比

（Ｂ／Ｃ）

総便益
交通事故
減少便益

走行経費
減少便益

走行時間
短縮便益便益便益((ＢＢ))
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６．事業進捗の見込みの視点
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未供用区間・暫定供用区間にかかる工程表

・用地取得率（面積ベース）は約８割であり残件の殆どは区分地上権であり、当該整備に理解があることから、 用地取

得の進捗が見込まれる。

・また、用地取得済の区間について、工事を推進する。

・磯子区・夏島区間の関係機関協議、調査設計および改良工事を推進。

・本牧・根岸区間の関係機関協議、設計、工事を推進。
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年度 S52 S53 S54 S55 S56 S57 S58 S59 S60 S61 S62 S63 H1 H2 H3 H4 H5 H6 H7 H8 H9 H10 H11 H12 H13 H14 H15

用地

工事

用地

工事

用地

工事

用地

工事

進捗率
（面積）

1% 1% 3% 5% 8% 11% 12% 14% 20% 65% 66% 67% 70% 70% 80% 82%

磯子区・
夏島区間

本牧～磯子
（本牧・
根岸区間）

横浜
ベイブリッジ

区間

東扇島
区間

専用部 一般部

専用部

一般部

一般部

横
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ベ
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ジ
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間
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部
暫
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H16 H17 H18 H19 H20 H21
H22
～

耐震

福浦地区工事

部
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７．今後の対応方針（原案）
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（２）事業進捗の見込みの視点

・用地取得率（面積ベース）は約８割で、残件の殆どは区分地上権であり、当該整備に理解があ
ることから、 用地取得の進捗が見込まれる。

・また、用地取得済の区間について、工事を推進する。

・磯子区・夏島区間の関係機関協議、調査設計および改良工事を推進。

・本牧・根岸区間の関係機関協議、設計、工事を推進。

（１）事業の必要性等に関する視点

・交通の需要が多い横浜・川崎都心地区などの国道３５７号に並行する主要路線では渋滞が

発生。

・国道３５７号沿線には大型貨物車の発生源である物流施設が多く立地。更にスーパー中枢港
湾プロジェクト、都市再生プロジェクト等の開発により大型車の増加が予想される。

・国際競争力の強化のため、特定重要港湾等のアクセス整備が必要。

・費用対効果（Ｂ／Ｃ）は1.9である。

（３）対応方針（原案）

・事業継続
・事業の必要性、重要性は高く、広域的なネットワーク整備を効率的に進める。


